
（１）数値目標と実績値、計画期間中の主な成果と残された課題 
 
第３章 三重県の生涯学習振興の重点プロジェクト 

施策 目標項目 目標項目説明 選定理由 
平成26年度の目標値の 
設定理由 

目標と実績 計画期間中の主な成果と残された課題 

「多様な学
びと文化に
よる絆づく
り」 

文化・生涯学
習施設の利用
者数 

県立の図書館、博物館、
美術館、斎宮歴史博物館、
熊野少年自然の家、鈴鹿
青少年センター、総合セ
ンターの利用者数（環境
生活部文化振興課調べ） 

各施設等が文化交流ゾー
ンの形成に向け取り組ん
だ成果や、地域の文化資産
を生かした地域づくりに
取り組んだ成果を示すこ
とができると考えられる
ことから、目標項目として
選定しました。 

文化・生涯学習施設の新し
い取組などにより、毎年利
用者が増加することおよ
び平成 26 年に新県立博物
館が開館した場合の利用
者数やその影響などによ
る各施設の利用者数の増
加を見込み、目標を設定し
ました。 
 

H26年度
の目標 

1,691,000人 
（1,604,000
人） 

＜主な成果＞ 
(1)新県立博物館の整備を契機とした文化交流ゾーンの形成 
・平成26年５月に歴史的・文化的資産等の情報を一元的に管理する
「統合型デジタルアーカイブ」の運用を開始。 
・平成26年４月に三重県総合博物館を開館。また、三重県総合文化
センターとの一体的な利用を促進するため連絡ブリッジ等を整備。 
(2)地域の文化資産を活かした地域づくりの支援 
・街道ウォーク等のまちづくり活動やまちかど博物館の活動を側面的
に支援。 
・史跡斎宮跡東部整備事業において、３棟の復元建物の建築工事に着
手（平成27年7月完成） 
＜残された課題＞ 
(1)新県立博物館の整備を契機とした文化交流ゾーンの形成 
・文化交流ゾーンを構成する施設等がそれぞれの拠点機能の強化に加
え、一層連携を強化することにより、魅力を発信していく必要があ
る。 
・三重県総合博物館においては、これまで関心のなかった方々へのア
プローチに取り組む必要がある。 
(2)地域の文化資産を活かした地域づくりの支援 
・復元建物の完成後は、明和町など地元関係者と連携・協力しながら、
史跡全体の利活用と情報発信に取り組む必要がある。 

H23年度 
実績 

1,377,265人 

H24年度 
実績 

1,373,115人 

H25年度 
実績 

1,388,725人 

H26年度 
実績 

1,693,856人 

 
第４章 三重県の生涯学習振興のための施策の展開 

施策 目標項目 目標項目説明 選定理由 
平成26年度の目標値の 
設定理由 

目標と実績 計画期間中の主な成果と残された課題 

１ 学習機
会提供の充
実 
「学びあう
環境づく
り」 
 

生涯学習情報
提供システム
へのアクセス
数 

さまざまな主体が提供
する学習機会や、さまざ
まな分野の講師情報な
どを蓄積し、発信してい
る三重県生涯学習情報
提供システムへのアク
セス数（環境生活部文化
振興課調べ） 
 
 

県が提供する生涯学習情報
に対してアクセスすること
により、県民が自発的に学習
ニーズに応じた情報収集を
行っている状況を示すこと
ができると考えられること
から目標項目として選定し
ました。 

魅力ある学習の情報や多
くの学びの情報を提供す
ることで、過去最高である
平成 21 年度の実績を上回
ることを、目標として設定
しました。 

H26年度
の目標 

251,000件 
(230,000件) 

＜主な成果＞ 
・三重県生涯学習センターでは、県内のあらゆる学習情報を広く収集
し、種々の媒体を駆使した情報提供を実施。平成26年度には親し
みやすさ、アクセスしやすさの観点からホームページをリニューア
ル。 
・生涯学習情報誌「いきいき生涯＆ゆうゆう学習」を年２回、各１ 
万部発行。平成26年度には大口の配達ルートを新規開拓。 
・講師紹介や個人学習相談など各種学習相談に対応。 
＜残された課題＞ 
・県立の文化・生涯学習施設が施設間や関係団体等との連携を一層強
化し、より魅力ある学習機会を提供していくことが求められる。 
・今後も、生涯学習に対するニーズの多様化や社会情勢の変化に対応
して、学習情報提供サービスや相談体制をさらに充実していく必要
がある。 

H23年度 
実績 

228,183件 

H24年度 
実績 

250,331件 

H25年度 
実績 

310,805件 

H26年度 
実績 

233,295件 

１－（１） 
学びあうし
くみづくり 

〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 

１－（２） 
「文化力」
を活かした
学習機会の
提供および
整備・充実 
①健康づく
り・生涯ス
ポーツの推
進 
 

自殺対策に係
るネットワー
ク組織を設置
している地域
数 

自殺対策の推進のため
に、各地域（保健所単位）
でネットワーク組織を
設置している地域数（健
康福祉部医療対策局 
健康づくり課調べ） 
 

自殺対策は、自殺を考えてい
る方の身近な人や関係機関
が連携して、地域ぐるみで取
り組むことが重要であるこ
とから、目標項目を選定しま
した。 

県内全ての地域において
ネットワーク組織が設置
され、自殺対策が進められ
るよう保健所単位の９地
域（県内全域）を目標値と
して設定しました。 

H26年度
の目標 

9地域 
＜主な成果＞ 
・保健所単位の9地域にネットワーク組織を設置し自殺対策を総合的 
かつ包括的に展開する基盤を整備。 
・設置したネットワーク組織を活用して、地域の実情に応じた対策を
推進。 
＜残された課題＞ 
設置したネットワーク組織を活用しながら、今後は地域差のない県 
内全域での関係機関や団体と連携した事業を推進する必要がある。 

H23年度 
実績 

6地域 

H24年度 
実績 

9地域 

H25年度 
実績 

9地域 

H26年度 
実績 

9地域 

総合型地域ス
ポーツクラブ
の会員数 

県内に設立されている
総合型地域スポーツク
ラブの会員数 
（地域連携部スポーツ
推進局スポーツ推進課
調べ） 

総合型地域スポーツクラブ
は、生涯にわたってスポーツ
を親しみ楽しむことができ
る環境づくりにつながるも
のと考えられることから、目
標項目として選定しました。 

平成 23 年度実績（24,216
人）を踏まえ、総合型地域
スポーツクラブの育成と、
運営の維持に取り組むこ
とでさらなる会員数の拡
大をめざして、25，500人
と設定しました。 

H26年度
の目標 

25,500人 
(23,000人) 

＜主な成果＞ 
・総合型地域スポーツクラブの現状・課題を把握し、安定した運営と
定着を図るため、みえ広域スポーツセンターを中心に、各市町、総
合型地域スポーツクラブへの訪問等を実施。 
・平成27年度会員数は、目標値を上回って推移。 
＜残された課題＞ 
クラブ運営において、財政面、人材の育成、活動場所の確保など
の課題を抱えているクラブがあるため、今後も、クラブアドバイ
ザーの派遣等の支援を行っていく必要がある。 

H23年度 
実績 

24,216人 
（H22年度） 

H24年度 
実績 

27,005人 

H25年度 
実績 

26,136人 

H26年度 
実績 

25,903人 

１－（２） 
②食育の推
進 

県内産品を意
識的に購入す
る人の割合 

消費者が農林水産物等
を購入する際に県内産
を意識して選択する割
合（農水商工部フードイ
ノベーション課調べ） 

県民の購買行動において、ど
れくらいの人が県産品を意
識して購入しているかを測
定することが、県民の食と農
林水産業との絆を測る指標
として適当であることから
選定しました。 
 

毎年 5 ポイントの増加を
めざして目標を設定しま
した。 

H26年度
の目標 

55.0％ 
 

H23年度 
実績 

34.7％ 

H24年度 
実績 

46.7% 

H25年度 
実績 

－ 

H26年度 
実績 

－ 

県産品に対す
る消費者満足
度の割合 

県産の農林水産物等に
対して、満足していると
回答した県内消費者の
割合（農水商工部フード
イノベーション課調べ） 

県民の県産農林水産物や加
工品の満足度を測定するこ
とが、地産地消によりもたら
される効果や県内生産への
現状理解促進を測る指標と
して適当であることから選
定しました。 

現状値の25%を勘案して、
毎年約 4 ポイント増加を
目指して目標を設定しま
した。 

H26年度
の目標 

36.0% 
＜主な成果＞ 
国の支援を得て、県内の３団体に対して生産の場における食育活
動（教育ファーム）の促進の取組を推進。また、学校給食への県
産食材の導入をすすめ、「スルメイカ短冊」の商品開発を支援。 
＜残された課題＞ 
・教育ファームについては幅広くこうした取組を広げ、県産品への理
解を深めいただくことが重要である。 
・県産食材の学校給食への供給については、実需者の希望に応えられ
る商品づくりが重要である。 

H23年度 
実績 

25.2%   

H24年度 
実績 

29.5% 

H25年度 
実績 

30.9% 

H26年度 
実績 

28.0% 

１－（２） 
③人権が尊
重される学
習活動の推
進 

人権意識を高
めるために市
町教育委員会
が連携・協働
している多様
な主体の数 

「人権尊重の地域づく
り」などにおいて、市町
教育委員会が連携・協働
して取り組んでいる多
様な主体の数（教育委員
会人権教育課調べ） 

子どもの育ちの連続性をふ
まえ、学校のみならず、地域
における多様な主体が有機
的に連携・協働することによ
って、人権感覚あふれる学校
づくりや人権尊重の地域づ
くりが促進されると考えら
れることから選定しました。 

29市町それぞれにおいて、
連携する多様な主体が毎
年 1 件ずつ増加すること
を、目標として設定しまし
た。 

H26年度
の目標 

145団体 
＜主な成果＞ 
県内すべての中学校区に人権教育推進協議会が設置され、多様な
主体が連携し、学校の取組についての協議や人権講演会等を実施。 
＜残された課題＞ 
多様化・複雑化する人権課題等に適切に対応できるよう、今後も
さらに学校・家庭・地域が連携を強化し、ともに人権意識を高め、
子どもの育ちを支えていくことが求められる。 

H23年度 
実績 

94団体    

H24年度 
実績 

110団体 

H25年度 
実績 

128団体 

H26年度 
実績 

140団体 

※数値目標は計画策定後の状況の変化や取組の進捗に合わせて適宜見直しています。 
「H26年度の目標」欄の（ ）付き数字は計画策定当初の目標値です。 
※H24 年度の「みえ県民力ビジョン・行動計画」の策定に伴い、目標項目自体を変更した
ものは各年度の実績欄に「－」を表示するとともに、当該項目の直下に新しい目標項目
を記載しています。 

様式２ 



施策 目標項目 目標項目説明 選定理由 
平成26年度の目標値の 
設定理由 

目標と実績 計画期間中の主な成果と残された課題 

１－（２） 
④男女共同
参画を進め
る学習活動
の推進 

男女共同参画
センター主催
の講座・フォ
ーラム等への
参加者数 

三重県男女共同参画セ
ンターで主催した講座、
講演、フォーラム、シン
ポジウムへの参加者数
（環境生活部男女共同
参画・ＮＰＯ課調べ） 

県の実施する男女共同参画
に関する啓発事業等への参
加者数を増加させていくこ
とで、男女共同参画の理解や
認識の普及につながると考
えられることから選定しま
した。 

平成18年度から平成21年
度までの実績をふまえな
がら、県男女共同参画セン
ターにおいて魅力ある講
座等を創意工夫をもって
実施することにより、達成
可能な数値として、過年度
の平均から 10％程度多い
参加者を毎年確保するこ
とを、目標として設定しま
した。 

H26年度
の目標 

6,800人 
 

H23年度 
実績 

5,508人 

H24年度 
実績 

5,414人 

H25年度 
実績 

－ 

H26年度 
実績 

－ 

男女共同参画
フォーラムの
男性参加率 

三重県男女共同参画セ
ンターが開催する男女
共同参画フォーラムの
参加者のうち男性参加
者の割合（環境生活部 
男女共同参画・ＮＰＯ課
調べ） 

男女共同参画意識の普及を進
める上で、特に男性に男女共
同参画の意義が伝わることが
重要であり、また、男女共同
参画フォーラムは三重県男女
共同参画センターが開催する
主要な事業であることから選
定しました。 

フォーラムの内容の工夫等
により、年５％程度増加さ
せることを目標に 40.0％
に設定しました。 

H26年度
の目標 

43.0％
(40.0％) 

＜主な成果＞ 
テーマや講師等を工夫することにより、男女共同参画フォーラム
の男性参加率を45.1％まで高めることができ、目標を達成。 
＜残された課題＞ 
男性参加の割合を高めることも引き続き重要であるが、目標を達
成したこともあり、今後は、男性に限らず、これまで男女共同参
画に関心の低かった層にアプローチし、新規の参加者を増やして
いく必要がある。 

H23年度 
実績 

23.5％ 

H24年度 
実績 

42.2％ 

H25年度 
実績 

32.4％ 

H26年度 
実績 

45.1％ 

１－（２） 
⑤環境教育
の推進 

環境教育参加
者数 

環境教育を推進するた
めに環境学習情報セン
ターが行う講座やイベ
ント等の環境教育に参
加した人数（環境生活部 
地球温暖化対策課調べ） 
 

環境学習情報センターは、環
境保全に係る講座やイベン
ト等を実施している環境教
育の拠点であり、その参加者
数は、環境教育の状況を示す
指標であることから選定し
ました。 

環境教育講座等に重点を置
いた取組や、イベント内容の
さらなる創意工夫により、参
加者数を維持していくことを
新たな目標とし、目標値を
33,000人と設定しました。 

H26年度
の目標 

33,000人 
(27,000人) 

＜主な成果＞ 
環境学習に係る新規事業や講座を他団体と連携して積極的に実施
した結果、目標数値には少し及ばなかったものの32,149人が参加。 
＜残された課題＞ 
環境教育のさらなる充実を図るため、環境学習情報センターにお
いて県民のニーズの把握を行い、より多くの人たちに参加いただ
けるような学習メニューを増やすとともに、ＥＳＤの取組を推進
していく。 

H23年度 
実績 

29,454人 

H24年度 
実績 

33,797人 

H25年度 
実績 

31,911人 

H26年度 
実績 

32,149人 

キッズＩＳＯ
等環境教育プ
ログラム実施
小学校数 

企業が中心となって地
域の小学校と連携して
実施する「キッズ
ISO14000 プログラム」
等の環境教育プログラ
ムを実施している小学
校数（環境生活部地球温
暖化対策課調べ） 

地域においてさまざまな主
体が連携して展開する環境
活動の実施状況を示す代表
的な指標となることから、目
標項目として設定しました。 

地域における環境教育や
企業の CSR 活動がより一
層進んでいくことをめざ
し、取組校が毎年4校から
5校増加する目標値を設定
しました。 

H26年度
の目標 

50校 
＜主な成果＞ 
県内企業等13社から協力を得て、企業の所在市町を原則として実
施校を調整した結果、9市町19小学校において583名の生徒がプ
ログラムを実施。 
＜残された課題＞ 
実施校が頭打ち傾向にあるため、プログラムの趣旨に賛同いただ
ける協力企業及び実施校の掘り起こしが課題である。 

H23年度 
実績 

20校 

H24年度 
実績 

23校 

H25年度 
実績 

23校 

H26年度 
実績 

19校 

１－（２） 
⑥ 福祉活
動・ボラン
ティア活動
の支援 

市民活動団体
データベース
登録団体数 

みえ県民交流センター
市民活動団体データベ
ース登録団体数 
（環境生活部男女共同
参画・ＮＰＯ課調べ） 
 

ＮＰＯに多様な活動が、数多
く展開されている状況を測
定するのに有効なことから
選定しました。 

これまでの登録状況など
もふまえて、年間100団体
の増加を、目標として設定
しました。 

H26年度
の目標 

2,705団体 
＜主な成果＞ 
平成25年３月に、多様な主体が対等な立場で議論する新しい公共
円卓会議（約1,000人が議論に参加）を経て、「夢をかたちにす
るまちづくり～『新しい公共』のヒント集」を策定。また、策定
を通じて、ＮＰＯ等のさまざまな主体の交流が進展。 
＜残された課題＞ 
 県民やＮＰＯにとって興味のある情報や連携できる団体の情報が
容易に入手でき、交流や活動の拡大につながる取組が必要である。
また、中間支援団体には、情報発信だけにとどまらず、より専門的
な支援が必要である。 

H23年度 
実績 

2,568団体 

H24年度 
実績 

2,686団体 

H25年度 
実績 

2,893団体 

H26年度 
実績 

2,925団体 

ＮＰＯ・ボラン
ティア・市民活
動に参加して
いる住民の割
合 

e-モニターによるアン
ケートにおいて、ＮＰ
Ｏ・ボランティア・市民
活動への参加状況につ
いて、「参加している」
と答えた人の割合（環境
生活部男女共同参画・Ｎ
ＰＯ課調べ） 

できるだけ多くの県民の皆さ
んがＮＰＯ活動に参画し、Ｎ
ＰＯ活動の裾野を広くするこ
とが必要であることから選定
しました。 

ＮＰＯ・ボランティア・市
民活動に参加している住民
の割合を、４年後に現状値
の２倍以上にすることを目
標と設定しました。 

H26年度
の目標 

20.0％ 
（17.0％） 

＜主な成果＞ 
ＮＰＯの活動に対する県民の理解を深め、参加につなげるため、
平成25年度から「市民活動・ＮＰＯ月間（12月）」を設け、県内
各地の市民活動（支援）センター等と連携しながら、さまざまな
イベントを実施。 
＜残された課題＞ 
ＮＰＯ・ボランティア・市民活動に参加している住民の割合が頭打
ち傾向にあることから、さらに多くの県民の関心を引き付ける工夫
が必要である。 

H23年度 
実績 

9.5％ 

H24年度 
実績 

7.7％ 

H25年度 
実績 

23.4％ 

H26年度 
実績 

23.1％ 

１－（２） 
⑦高齢社会
に対応した
学習活動の
推進 

地域貢献活動
等に関する研
修会に参加す
る高齢者数 

高齢者が地域社会を担
う一員として行う取組
を支援する「長寿社会活
動・地域交流推進事業」
研修会の参加者数（健康
福祉部長寿介護課調べ） 
 

高齢者が意欲や能力に応じて
地域貢献活動等をしている状
況を示す項目として、地域貢
献活動等に関する研修会の参
加者数が適当であると考える
ことから、目標項目を選定し
ました。 

平成 23 年度の実績見込
730人をもとに、毎年度50
人ずつ増やしていくこと
をめざし、目標値として設
定しました。 

H26年度
の目標 

930人 
(700人) 

＜主な成果＞ 
従来の奨励金事業を見直し。地域貢献を推進するシニアリーダー
グループを養成する「地域シニアリーダー養成研修」を実施。 
４団体（のべ49名）が受講し、研修終了後は地域で活動を開始す
るなど、実際の行動につながった。 
＜残された課題＞ 
高齢化率の増加に伴い、今後は地域での支え合い、高齢者同士の
互助などを活用した多様な生活支援への必要性がこれまで以上に
高まってくる。これらの社会情勢に対応していくためには、高齢
者の意識向上や住民の自主活動の立ち上げ支援を行うことが重要
である。 

H23年度 
実績 

678人 

H24年度 
実績 

874人 

H25年度 
実績 

1,598人 

H26年度 
実績 

1,647人 

１－（２） 
⑧障がい者
のための学
習活動の推
進 

手話通訳者お
よび要約筆記
者登録者数 

県または県内市町で登
録している手話通訳者
と要約筆記者数の人数
（健康福祉部障がい福
祉課調べ） 

聴覚障がい者が医療機関や
公共施設、銀行の利用など社
会生活を営むうえで必要と
なる手話通訳者等の人材を
確保することが重要である
ことから、目標項目として選
定しました。 
 

手話通訳者試験合格者と
要約筆記奉仕員養成講座
修了者の合計から登録抹
消者を差し引き、平成 22
年度見込数から年 10 名の
増加をめざし、目標値とし
て設定しました。 
 
 

H26年度
の目標 

405人 
 

H23年度 
実績 

267人 

H24年度 
実績 

－ 

H25年度 
実績 

－ 

H26年度 
実績 

－ 

障がい者スポ
ーツ大会参加
者数 

県が主催する障がい者
スポーツ大会への参加
者数（健康福祉部障がい
福祉課調べ） 

障がい者スポーツは、障がい
者にとって生きがいや楽し
みを得ることができ、社会参
加や自己実現につながるも
のであることから、障がい者
スポーツ大会の参加者数を
選定しました。 

平成 33 年度に開催が見込
まれる「全国障害者スポー
ツ大会」の三重県開催に向
け、競技人口の拡大が必要
となるため、毎年度 50 名
程度の増加を目標値に設
定しました。 

H26年度
の目標 

1,550人 
＜主な成果＞ 
・三重県障がい者スポーツ大会やふれあいスポレク祭を開催するとと
もに、県内各地で定期的にスポーツ教室を開催するなど、障がい者
スポーツ等の裾野の拡大を推進。 
・平成33年に本県で開催予定の全国障害者スポーツ大会に向けて、
全競技に参加できるよう、新たな障がい者スポーツ競技団体の結成
を支援。 
＜残された課題＞ 
 本県で開催予定の「全国障害者スポーツ大会」に向けて、基本計画
の策定や会場の選定の準備を進めるとともに、選手の育成や指導
員、審判員の養成など障がい者スポーツの一層の裾野の拡大に取り
組む必要がある。 

H23年度 
実績 

1,373人 

H24年度 
実績 

1,300人 

H25年度 
実績 

1,501人 

H26年度 
実績 

1,562人 

雇用契約に基
づく就労へ移
行した障がい
者数 

障がい者就労安心事業、
知的障がい者就労スキ
ルアップ講座、県の機関
における職場実習事業

障がい者が地域で自立した生
活を送るためには、雇用契約
に基づく就労の実現を図るこ
とが重要であることから、目

雇用契約に基づく就労へ移
行した障がい者数を、平成
23 年度の実績 75 人から毎
年度５人ずつ増やすことを

H26年度
の目標 

90人 
（75人） 

＜主な成果＞ 
・障がい者の経済的自立を図るため、一般就労した障がい者への職場
定着のためのフォローアップ、県庁舎における職場実習やホームヘ
ルパー研修等を実施し、就労への移行を推進。 

H23年度 
実績 

75人 



施策 目標項目 目標項目説明 選定理由 
平成26年度の目標値の 
設定理由 

目標と実績 計画期間中の主な成果と残された課題 

等を通じて、雇用契約に
基づく就労へ移行した 
障がい者数（健康福祉部 
障がい福祉課調べ） 

標項目を選定しました。 めざし、目標値を設定しま
した。 

H24年度 
実績 

80人 
・障がいのある人もない人も対等な立場で共に働く「社会的事業所」
の創設と安定的な運営を支援。 
＜残された課題＞ 
地域の事業所等における就労訓練を基本に、職場定着、就労の場
づくりに取り組んでいるが、こうした取組をさらに充実・強化し、
障がい者の自立と社会参加を促進していくことが求められる。 

H25年度 
実績 

76人 

H26年度 
実績 

114人 

１－（２） 
⑨安心でき
る生活のた
めの学習活
動の推進 

消費生活講座
参加者数 

県が実施している消費
生活に係る啓発事業の
うち、「一日講座」「青
少年講座」等の参加者数
（環境生活部交通安
全・消費生活課調べ） 

消費生活事業の利用者は自
らの意思で積極的に参加し
たものと判断できるため、消
費者が自ら考え行動し、安
全・安心な消費生活に取り組
んでいる状況を示すことか
ら選定しました。 

消費者団体や地域リーダ
ー等の地域の人材の活用
など、積極的な啓発を行う
ことにより、平成 21 年度
の実績をもとに、毎年 50
人程度の増加を、目標とし
て設定しました。 

H26年度
の目標 

8,400人 
 

H23年度 
実績 

8,965人 

H24年度 
実績 

－ 

H25年度 
実績 

－ 

H26年度 
実績 

－ 

消費生活講座
が役に立つと
回答した受講
者の割合 

県が実施する「出前講
座」等が「役に立つ」と
回答した受講者の割合
（環境生活部交通安
全・消費生活課調べ） 

消費者にとって有益な消費生
活講座を提供することは、消
費者の自主的かつ合理的な消
費活動につながることから選
定しました。 

消費生活講座が受講者にと
ってより理解しやすく、役
立つ内容となるよう工夫す
ることにより、100％とする
ことを目標として設定しま
した。 

H26年度
の目標 

99.6％ 
(100.0％) 

＜主な成果＞ 
・地域、学校等の要請に応じて、消費生活出前講座、青少年消費生活
講座を開催。また、消費者啓発地域リーダー養成講座を開催すると
ともに、地域での啓発に用いる教材を提供する等により活動を支援。 
・みえ・くらしネットワークを生かし、街頭啓発、啓発パネル展示等
を実施。 
＜残された課題＞ 
高齢者の消費者被害防止のために、市町において、行政や関係団体
等が連携し、消費者啓発地域リーダー等も生かした、地域の見守り
体制の強化が進むよう取り組んでいく必要がある。 

H23年度 
実績 

96.8％ 

H24年度 
実績 

98.4％ 

H25年度 
実績 

99.2％ 

H26年度 
実績 

98.4％ 

１－（２） 
⑩防災に関
する学習活
動の推進 

自主防災組織
の実践的な訓
練実施率 

図上訓練や津波避難訓
練、避難所運営訓練など
の実践的な訓練を実施
した自主防災組織の県
内全組織に対する割合
（防災対策部防災企
画・地域支援課調べ） 
 

住民意識の向上や地域防災
力の向上を示す指標として、
自主防災組織を構成する住
民の主体的な取組の実態を
把握できることから選定し
ました。 

平成 23 年度の調査結果
（23.1％）をもとに、平成
27 年度までに 50％に達す
るよう目標設定し、年平均
7％増加させることを目標
として設定しました。 

H26年度
の目標 

43.0％ 
（25.0％） 

＜主な成果＞ 
自主防災組織リーダー研修や自主防災組織交流会を開催するとと
に、「みえの防災大賞」を実施し、優れた自主防災活動を表彰す
ることで、自主防災活動の活性化を図った。 
＜残された課題＞ 
防災訓練などの防災活動への、より多くの個人の参加を図るため、
自主防災組織の組織力向上による活動の活性化を地域防災力の向
上につなげるための新たな取組として進めていく必要がある。 

H23年度 
実績 

23.1％ 

H24年度 
実績 

27.0％ 

H25年度 
実績 

27.0％ 

H26年度 
実績 

31.1％ 

１－（２） 
⑪交通安全
に関する学
習活動の推
進 

交通安全指導
者養成・資質
向上講座受講
者数 

三重県交通安全研修セ
ンターにおける交通安
全指導者養成・資質向上
講座の受講者数（環境生
活部交通安全・消費生活
課調べ） 

交通安全教育は、交通安全に
関する思想や知識の普及と
これを身につけさせ習慣化
させるための活動で、交通安
全をはかるうえで最も大切
な基盤であることから選定
しました。 

地域や職場等で交通安全
教育の核として活動を担
う人材の養成について、こ
れまでの実績および他の
研修事業に対する要請の
度合い（ニーズ量）等を勘
案した数値を、目標として
設定しました。 

H26年度
の目標 

1,000人 
(675人) 

＜主な成果＞ 
 三重県交通安全研修センターにおける交通安全教育指導者の養成
や交通安全シルバーリーダー（高齢者の交通安全活動指導者）の育
成を実施。 
＜残された課題＞ 
養成された交通安全指導者が地域や職場で活動するなど、交通安
全に関する学習活動の推進により、広く県民の交通安全意識の高
揚が図られ、さらに県民の行動変容に結びついていく必要がある。 

H23年度 
実績 

558人 

H24年度 
実績 

1,217人 

H25年度 
実績 

1,611人 

H26年度 
実績 

1,787人 

１－（２） 
⑫職業キャ
リア形成へ
の支援 

技能検定合格
者数 

県が実施する技能検定
試験の合格者数 
（雇用経済部雇用対策
課調べ） 

技能検定の合格者数は、技能
の重要性の理解や技能向上
への取組の広がりに関する
指標として考えられること
から選定しました。 
 

景気の一定の回復により
受験者数が増加すること、
過去５年間で最高の合格
率から目標値を設定しま
した。 
 
 
 
 
 

H26年度
の目標 

3,900人 
（4,300人） 

＜主な成果＞ 
労働者の技能習得意欲の増進、雇用の安定、円滑な再就職、社会
的な評価の向上等に一定の役割を果たした。 
＜残された課題＞ 
技能の重要性の理解や技能向上への取組の広がりを継続的に推進 
 していくため、安定的な制度の運用、受検者の確保が必要である。 

H23年度 
実績 

3,820人 

H24年度 
実績 

3,713人 

H25年度 
実績 

3,590人 

H26年度 
実績 

3,727人 

県が実施また
は支援する職
業訓練への参
加者数 

県が実施している職業
訓練や、県が支援してい
る民間の職業能力開発
校における職業訓練へ
の参加者数（雇用経済部 
雇用対策課調べ） 

求職者や労働者のニーズに合
致した職業訓練が多数実施さ
れるとともに、技能尊重の機
運が醸成されれば、職業訓練
への参加者数が増加すること
から選定しました。 

離職者関係の職業訓練につ
いては、高い定員充足率を
持続させることで受講者数
を維持する一方、在職者関
係の訓練については、技能
向上に取り組む機運の醸成
により、平成27年度にはリ
ーマンショック以前の受講
者数にすることを目標とし
ました。 

H26年度
の目標 

3,220人 
（3,250人） 

＜主な成果＞ 
離職者等に対し、多様な職業訓練を実施し、多くの方を就職につ
なげることができた。 
＜残された課題＞ 
雇用情勢は回復傾向にあるものの、今後も求職者の就業に向けた役
割を果たしていく必要がある。また、新興国の経済進出等により本
県製造業に関する環境が厳しさを増すなか、企業が求める人材育成
への支援を一層強化する必要がある。 

H23年度 
実績 

3,099人 

H24年度 
実績 

3,086人 

H25年度 
実績 

2,720人 

H26年度 
実績 

2,576人 

１－（２） 
⑬産業活性
化に対応し
た学習活動
の推進 

産業技術人材
育成数（累計） 

県等が実施する産業技
術人材育成のための教
育プログラムの受講者
数（雇用経済部ものづく
り推進課調べ） 

製品の高付加価値化や技術
の高度化などを担う産業技
術人材（研究者、技術者、技
能者）の育成は、産業基盤を
強化し、県内産業の競争力強
化ひいては自律的な産業集
積につなげることができる
重要な要素であることから、
副指標として選定しました。 
 

平均約 190 名/年度の産業
技術人材（研究者、技術者、
技能者）の育成を目標とし
て設定しました。 

H26年度
の目標 

4,057人 
 

H23年度 
実績 

－ 

H24年度 
実績 

－ 

H25年度 
実績 

－ 

H26年度 
実績 

－ 

企業の成長を
支える産業技
術人材の育成
数（累計） 

県等が行う産業技術人
材育成の教育プログラ
ム等を受講し修了した
数（雇用経済部ものづく
り推進課調べ） 

ものづくり中小企業の成長の
ためには、付加価値の高い商
品の実用化開発を担う技術者
などの確保・育成が必要なこ
とから、人材育成プログラム
に多くの参加を得ることを目
標とすることが適当であると
の考えから指標として選定し
ました。 

効果の高い人材育成の機会
をつくっていくことをめざ
し、その中でより多くの参
加に結びつけることを目標
に、毎年100人という高い
目標値を設定しました。 

H26年度
の目標 

350人 
(400人) 

＜主な成果＞ 
産業人材育成について、戦略産業雇用創造プロジェクトを活用し
て、製造管理者育成セミナーを８講座実施し、306人が修了。 
また、津高等技術学校の在職者訓練として実施している「製造管
理者育成基礎講座」は、北勢、中勢、南勢の３地域で53人が修了。 
＜残された課題＞ 
人材育成は、産業政策の大きな柱であるということを踏まえ、製
造管理者等の育成に加え、県内中小企業・小規模企業が、販路開
拓・拡大を具体的に進めるために必要な人材を育成できるよう、
教育機関や民間企業等との連携も含めた取組の必要がある。 

H23年度 
実績 

－ 

H24年度 
実績 

153人 

H25年度 
実績 

316人 

H26年度 
実績 

675人 

１－（２） 
⑭科学技術
進展に対応
した学習活
動の推進 

一般公開講座
等への参加者
数 

県研究所および科学技
術・地域資源室が実施す
る一般公開講座、施設公
開、子ども科学体験教
室、地域からの依頼によ
る学習会等への参加者
数（雇用経済部ものづく
り推進課調べ） 

科学技術にかかる関心と理
解を深める活動結果をあら
わす指標として適当である
ことから選定しました。 

過去の参加実績や今後の
取組による増要因を考慮
して、13,000 人として、
目標を設定しました。 

H26年度
の目標 

13,000人 
 

H23年度 
実績 

－ 

H24年度 
実績 

－ 

H25年度 
実績 

－ 



施策 目標項目 目標項目説明 選定理由 
平成26年度の目標値の 
設定理由 

目標と実績 計画期間中の主な成果と残された課題 

H26年度 
実績 

－ 

県民等の科学
技術に対する
理解度 

県研究機関等が実施す
る一般公開講座、施設公
開、学習会等の参加者に
対するアンケートにお
いて、「科学技術に対す
る理解が深まった」と回
答した者の割合（雇用経
済部ものづくり推進課
調べ） 

次代を担う研究人材の育成に
資するためには、科学技術へ
の理解を深める啓発的な取組
が必要なことから、その機会
を提供し理解を深めることを
目標に、指標として選定しま
した。 

科学技術に対する理解の深
まりを高めるために効果の
高い機会をつくっていくこ
とで、４年後には９割の方
が理解が深まったと回答さ
れることを目標値として設
定しました。 

H26年度
の目標 

85.0％ 
(90.0％) 

＜主な成果＞ 
・平成26年４月19日に工業研究所で実施された科学体験教室では、
334人が参加。 
・平成26年８月20日～23日に四日市で実施されたＪｒ．ロボコン
には、39人が参加 
＜残された課題＞ 
より広く活動を周知することで、さらに多くの参加者を募ること
が引き続き求められる。 

H23年度 
実績 

67.3％ 

H24年度 
実績 

65.9％ 

H25年度 
実績 

77.0％ 

H26年度 
実績 

86.0％ 

１－（２） 
⑮生涯学習
の基盤とし
ての学校教
育の充実 

学校に満足し
ている子ども
たちの割合 

県内の公立小学校 5 年
生、中学校2年生、高等
学校 2 年生の子どもた
ちを対象とする「学校生
活についてのアンケー
ト（授業内容の理解、相
談や質問ができる雰囲
気、学校生活の安心感、
目的意識の有無の４項
目）」の平均値から算出
した、学校に満足してい
る割合（教育委員会小中
学校教育課、高校教育課
調べ） 

学校教育の充実をはかるた
めには、児童生徒の学校につ
いての満足度を把握し、改善
していくことが必要である
と考えられることから、目標
項目として選定しました。 

学力の定着・向上をはじ
め、学校教育の充実をはか
ることにより、学校に満足
している児童生徒の割合
について、現状値（平成
23 年度）を 78.7%と想定
し、毎年1.5％ずつ上昇さ
せることを目標として設
定しました。 
 

H26年度
の目標 

83.5％ 
（81.0％） 

＜主な成果＞ 
一人ひとりの個性と能力を育む教育 
(1)学力の向上のための取組 
・学力向上緊急対策チームの設置とともに、尾鷲庁舎に教育委員会事
務局の職員３名を常駐。 
・県指導主事等が小学校を中心に257校の学校訪問を実施。 
・全ての小中学校での全国学力・学習状況調査問題、新たにスタート
したみえスタディ・チェック、県が作成したワークシートの活用を
進めるとともに、みえの学力向上県民運動「フォローアップイベン
ト」を開催。 
・家庭での読書習慣や生活習慣等を確立するために、集中取組期間の
設定・実施。 
(2)グローバル三重教育プランに基づいた取組 
・「みえ未来人育成塾」の実施。 
・県オリジナル英語音声教材の全公立小学校への配付。 
・高校生の留学支援。 
・英語キャンプの開催。 
・フォニックス指導やレゴブロック等を活用した英語指導モデルの開
発に向けた実践研究の実施。 
(3)地域に開かれた学校づくりへの取組 
・コミュニティ・スクールや学校支援地域本部事業等、開かれた学校
づくりの仕組みの導入の推進。 
・土曜日の授業の実施にむけての支援。 
＜残された課題＞ 
(1)学力の向上のための取組 
・「学ぶ喜び」「わかる楽しさ」を実感できる継続的なる授業の改善
の取組と安心して学習できる環境づくり。 
・家庭・地域との連携の強化。 
(2)グローバル三重教育プランに基づいた取組 
・現在の外国語活動の充実と学校で全校的に英語教育を進めていく体
制づくりに向けた取組。 
(3)地域に開かれた学校づくりへの取組 
・土曜日の授業も含め、学校・家庭・地域の三者が協働して子どもの
教育環境を充実する取組。 

H23年度 
実績 

78.7％ 

H24年度 
実績 

78.7％ 

H25年度 
実績 

80.4％ 

H26年度 
実績 

81.2％ 

１－（２） 
⑯読書活動
の推進 

県教育委員会
が開催した読
書活動推進の
ための講演会
への参加者数 
 

子どもの読書活動を推
進する県民及び行政職
員を対象とした講演会
等の延べ参加者数（教育
委員会社会教育・文化財
保護課調べ） 
 

子どもの読書活動の重要性
について理解を深める講演
会等への参加者数は、読書活
動の広がりを示す指標とな
ることから、目標項目として
設定しました。 
 

第二次三重県子ども読書
活動推進計画の成果指標
を参考として設定しまし
た。 

H26年度
の目標 

1,100人 
＜主な成果＞ 
図書館関係者、教職員、ボランティア、保護者等に対して、子ど
もの読書活動の重要性について理解を深める講演会等の催しや高
校生ビブリオバトルを開催。 
＜残された課題＞ 
第三次三重県子ども読書活動推進計画に基づき、子どもの読書活
動の意義のさらなる普及を図る必要がある。 

H23年度 
実績 

387人 

H24年度 
実績 

391人 

H25年度 
実績 

435人 

H26年度 
実績 

751人 

１－（２） 
⑰こころ豊
かな文化芸
術活動の推
進 

三重県総合文
化センター利
用者数 

三重県文化会館、三重県
生涯学習センター、三重
県男女共同参画センタ
ーの利用者数（環境生活
部文化振興課調べ） 

県民が自ら文化芸術に接す
る機会を持つことを示す目
標項目として考えられるこ
とから選定しました。 

平成22年度から平成26年
度まで指定管理者との協
定上定めている目標数値
「三重県総合文化センタ
ー利用者数毎年 5,000 人
ずつ増加し、平成 26 年度
の目標値は 680,000 人」
を、目標として設定しまし
た。 
 

H26年度
の目標 

680,000人 
＜主な成果＞ 
・三重県文化会館では、オペラ・バレエ・オーケストラから歌舞伎ま
で幅広いジャンルで質の高い公演事業を実施。また、音楽分野（新
日本フィル演奏クリニック等）や演劇分野（舞台創造講習会等）で
人材育成事業を実施。 
・平成26年５月に歴史的・文化的資産等の情報を一元的に管理する
「統合型デジタルアーカイブ」の運用を開始。 
＜残された課題＞ 
県民の皆さんが地域の特色を活かしながら、自発的・積極的に文
化芸術活動を行うことができるよう、文化交流ゾーンを構成する
各施設が連携を一層強化することにより、文化にふれ親しむ機会
を提供することが求められる。 

H23年度 
実績 

740,293人 

H24年度 
実績 

672,669人 

H25年度 
実績 

737,513人 

H26年度 
実績 

739,568人 

１－（２） 
⑱文化財の
保存・継
承・活用 

文化財の活用
事業等への参
加者数 

活かそう美し国の文化
財事業の活用事業、埋蔵
文化財センターが行う
展示公開、現地説明会、
公開講座等、社会教育・
文化財保護室が行う出
前講座等への参加者数
（教育委員会社会教
育・文化財保護課調べ） 

文化財の普及公開をはじめ
とした活用事業への参加な
ど、県民が文化財にふれ親し
む状況を示す目標項目とし
て考えられることから選定
しました。 

実施する展示公開や講座
の内容を充実させ、4年間
で現状値の約8％増加させ
ることを、目標として設定
しました。 

H26年度
の目標 

8,940人 
 

H23年度 
実績 

－ 

H24年度 
実績 

－ 

H25年度 
実績 

－ 

H26年度 
実績 

－ 

文化財情報ア
クセス件数 

県が管理運営するインタ
ーネットの文化財に関す
るホームページへの月平
均アクセス数（教育委員
会社会教育・文化財保護
課調べ） 

文化財情報へのアクセス件
数は、県が発信している文化
財についての情報を、県民が
入手し活用している状況を
表すと考えられることから
選定しました。 

三重の文化財の魅力をわ
かりやすくまた活用しや
すいかたちで情報発信し、
４年間でアクセス数を現
状値から約 2,000 件増や
すことを見込み、目標とし
て設定しました。 

H26年度
の目標 

16,900件/月 
(17,000件/
月) 

＜主な成果＞ 
文化財関係のホームページの写真資料を充実させるとともに、県
が作成した報告書類のデータを掲載するなどして、文化財関係ホ
ームページを用いた学習、研究がしやすくなるよう改良。 
＜残された課題＞ 
県民の皆さんにとって、三重の文化財をより理解しやすく、活用
しやすくするため、魅力あるホームページを構築し、情報を発信
していく必要がある。 

H23年度 
実績 

16,623件/月 

H24年度 
実績 

16,723件/月 

H25年度 
実績 

16,889件/月 

H26年度 
実績 

16,995件/月 

１－（２） 
⑲ 国際理
解・国際化
への対応 

日本語指導ボ
ランティア数 

県内の日本語教室で外
国人に日本語を教える
ボランティア数 
（環境生活部多文化共
生課調べ） 

外国住民が、生活基盤を確立
するためには、コミュニケー
ションを円滑に行うことが
必要であることから選定し
ました。 
 

外国人住民が日本語を学
習できる環境づくりのた
め、日本語教室で活動する
ボランティアを、毎年１０
名程度の増加を見込み、全
体で 690 名とすることを
目標としました。 

H26年度
の目標 

690人 
（700人） 

＜主な成果＞ 
・多文化共生や国際貢献を推進するキーパーソンとなる学校やＮＰＯ
等の職員の人材育成を目的とした国際理解研修を、県教育委員会及
びＪＩＣＡと連携して実施。 
・日本語を学びたい外国人住民が地域で日本語を学ぶことができるよ
う、市民活動の一環として開設されている日本語教室の日本語指導
ボランティアの養成研修を開催。 
＜残された課題＞ 
・多文化共生社会づくりには、異なる文化を受け入れる共通認識が不
可欠であることから、さまざまな団体等の主体的な参加促進や連携
強化などへ取組を広げていく必要がある。 

H23年度 
実績 

655人 

H24年度 
実績 

671人 

H25年度 
実績 

689人 

H26年度 
実績 

680人 



施策 目標項目 目標項目説明 選定理由 
平成26年度の目標値の 
設定理由 

目標と実績 計画期間中の主な成果と残された課題 

・日本語指導ボランティアに外国人住民と地域をつなぐコーディネー
ターの役割を今後とも担っていただく必要がある。 

２ 地域・
家庭の教育
力の向上 
「学びの絆
による人づ
くり」 

社会教育指導
者の育成講座
への参加者数 

地域の教育力を高める
役割を担う社会教育主
事や社会教育委員等の
指導者を対象として実
施する人材育成講座の
参加者数 
（教育委員会社会教
育・文化財保護課調べ） 
 

社会教育指導者の育成講座
の参加者数が増加すること
により、受講後はその成果を
生かした地域活動の活発化
が期待できることから選定
しました。 

交流の場（ネットワーク）
の拡大により、毎年4％程
度増やすことを見込み、目
標値として設定しました。 

H26年度
の目標 

550人 
＜主な成果＞ 
・地域力活性化指導者研修として、公民館主事等に向けた研修を開催。 
・社会教育主事等の社会教育専門職員に向けた研修を開催。 
・社会教育関係者のための研修として社会教育実践広場「地域と関わ
る学生」を開催。 
＜残された課題＞ 
・研修の内容や進め方について、よりニーズに合ったものにしていく
必要がある。 
・地域で社会教育に携わる人材の資質向上に、一層取り組む必要があ
る。 

H23年度 
実績 

509人 

H24年度 
実績 

292人 

H25年度 
実績 

549人 

H26年度 
実績 

575人 

社会教育関係
者ネットワー
ク会議への参
加者数 

社会教育関係者（社会教
育委員、関係団体、行政
等）が幅広くつながる交
流の場として開催する
ネットワーク会議への
参加者数（教育委員会 
社会教育・文化財保護課
調べ） 

ネットワーク会議の参加者数
の増加により、参加者間の連
携が広がり、地域での社会教
育が一層推進されると考えら
れることから選定しました。 

ネットワーク会議への参加
を呼びかけ、今後４年間で
その拡大を図ることによ
り、各市町から 210 人（各
市町行政職員２人・その他
の社会教育関係者５人）の
参加を見込み、目標値とし
て設定しました。 

H26年度
の目標 

170人 
(210人) 

＜主な成果＞ 
・全県ネットワーク会議として、学校・家庭・地域の連携推進のため
の研究協議を開催。 
・ブロック別ネットワーク会議として、ブロックごとのテーマに基づ
いた情報交換や研究協議を開催。 
＜残された課題＞ 
・市町における関係者だけでなく、関係団体へ呼びかけるなどして参
加者の拡大を図る必要がある。 
・さらなる連携を進めるため、社会教育における今日的問題に関する
情報交換を行うなど、議題を工夫していく必要がある。 

H23年度 
実績 

72人 

H24年度 
実績 

132人 

H25年度 
実績 

141人 

H26年度 
実績 

173人 

３ 学習成
果の活用 
「学んだこ
とを活かし
あうしくみ
づくり」 

生涯学習情報
提供システム
への講師登録
件数 

さまざまな主体が提供
する学習機会や、さまざ
まな分野の講師情報な
どを蓄積し、発信してい
る三重県生涯学習情報
提供システムへの講師
登録件数（環境生活部 
文化振興課調べ） 

生涯学習の成果を活かして
地域で活動する方の増加に
つながると考えられること
から、目標項目として選定し
ました。 

情報提供や広報活動など
を充実することで、年間
10 人ずつ増加していくこ
とを目標として設定しま
した。 
 

H26年度
の目標 

400人 

＜主な成果＞ 
(1)学習成果が活かされる場づくり 
・三重県生涯学習センターでは、ボランティアとの協働による事業や
ボランティア向け研修を実施。 
・県立美術館では、ボランティア欅の会が来館者案内や文献資料の整
理等を実施。 
・県立図書館では、県立図書館ボランティアが本の修理や社会見学な
どの館内案内等を実施。 
・総合博物館では、平成27年度からの活動開始に向けて、平成26
年度にボランティア（館内案内、ミュージアムフィールドの日常的
な維持管理等）を募集。 
(2)学習成果が活かされる場づくり 
・「みえ生涯学習ネットワーク」では、参画団体が地域「学」フェス
ティバル実行委員会を組織化し、自主的な運営を実現しており、三
重県生涯学習センターは、会員相互の主体的な活動を支援。 
・新県立博物館の整備に向けて県民・利用者との「協創」による博物
館づくりを担ってきたサポートスタッフ制度については、平成26
年度の総合博物館の開館を機に、新たにミュージアムパートナー制
度を創設して活動を継承。 
＜残された課題＞ 
(1)学習成果が活かされるしくみづくり 
県立の文化・生涯学習施設や身近な拠点において、引き続き、地
域社会で活動したいという人や地域活動をとおして社会参加した
いという人が学んだ成果を活かせる場を提供していく必要があ
る。 
(2)学習成果が活かされるしくみづくり 
県立の文化・生涯学習施設や公民館などの身近な生涯学習施設に
おいて、引き続き、ボランティア団体等の活動やネットワークづ
くりを支援することなどにより、地域住民の学習成果が積極的に
活かされるしくみづくりが必要である。 

H23年度 
実績 

347人 

H24年度 
実績 

313人 

H25年度 
実績 

228人 

H26年度 
実績 

230人 

４ 生涯学
習施設等の
充実と活用 
「学びあう
場づくり」 

県立生涯学習
施設の年間利
用者数 

県立の図書館、博物館、
美術館、斎宮歴史博物
館、熊野少年自然の家、
鈴鹿青少年センター、生
涯学習センターの利用
者数（環境生活部文化振
興課調べ） 

県民が利用しやすい施設運
営に県が取り組んだ効果を
示すことができると考えら
れることから、選定しまし
た。 

各館の新しい取組などに
より、毎年5,000人ずつ増
加することおよび平成 26
年度に新県立博物館が開
館した場合の利用者数や
その影響などによる各施
設の利用者数の増加を見
込み、目標を設定しまし
た。 
 

H26年度
の目標 

930,000人 

＜主な成果＞ 
(1)県立の文化・生涯学習施設の充実 
①三重県生涯学習センター 
・高等教育機関との連携により公開セミナーや移動講座等を継続的に
開催（みえアカデミックセミナー）。 
・生涯学習センターがコーディネーターとなり、県内の学校に文化体
験プログラムを継続的に提供（文化体験パートナーシップ活動推進
事業）。 
②三重県立図書館 
・三重県立図書館改革実行計画「明日の県立図書館」（平成23年度
～平成26年度）に基づき、「全県域・全関心層へのサービスの提
供」・「先進的な図書館サービスの提供」を目標に県内図書館との
連携などさまざまな取組を実施。また、平成24年には、Library of 
the year 2012優秀賞を受賞。 
・三重県図書館情報ネットワーク（ＭＩＬＡＩ）を活用した図書の検
索やオンライン予約サービスを安定的に運用。 
③三重県立博物館（三重県総合博物館） 
・「みんなでつくる博物館会議」や有識者で構成する「経営向上懇話
会」、また、開館に向けた参加型プロジェクトである「みえマイミ
ュージアム（ＭＭＭ）プロジェクト」等の実施により、県民の皆さ
んや幅広い分野からの意見をもとに博物館活動や運営の仕組みを
構築し、平成26年４月に三重県総合博物館（ＭｉｅＭｕ：みえむ）
を開館。（平成26年度の展示観覧者数：目標22万人、実績306,692
人） 
④三重県立美術館 
・平成24年度には開館30周年を記念し、本県にゆかりのある展覧会
として、「蕭白ショック！！曾我蕭白と京の画家たち」展及び
「KATAGAMI Style 世界が恋した日本のデザイン」展を開催。 
・子ども向けワークショップ、美術講演会、ギャラリートークなどの
教育普及活動を実施。 
⑤斎宮歴史博物館 
・地元小学校への出前授業や外部への講師派遣のほか、関係団体との
協働による地域交流イベントを実施。また、「史跡斎宮跡東部整備
基本計画書」に基づき、３棟の復元建物の建築工事に着手（平成
27年7月完成）。 
⑥県立青少年教育施設 
・三重県青少年施設協議会に加盟する３施設と合同で子ども遊びリン
ピックin三重を開催。 
・アウトドア塾、キッズチャレンジスポーツ、スターウォッチング、
びっくり化石発掘体験会など20以上の主催事業を開催。 
⑦三重県文化会館 
・オペラ・バレエ・オーケストラから歌舞伎まで幅広いジャンルで質
の高い公演事業を実施。また、音楽分野（新日本フィル演奏クリニ
ック等）や演劇分野（舞台創造講習会等）で人材育成事業を実施。 
・市町ホール・教育委員会と連携して、ワンコインコンサートやみえ
県展移動展を継続的に開催。 

H23年度 
実績 

636,972人 

H24年度 
実績 

700,446人 



施策 目標項目 目標項目説明 選定理由 
平成26年度の目標値の 
設定理由 

目標と実績 計画期間中の主な成果と残された課題 

H25年度 
実績 

651,212人 

⑧県営スポーツ施設 
・指定管理者において、多種多様なスポーツ教室を実施、平成26年
度は、延べ47,573人が参加。 
・陸上競技場や水泳場の公認を継続し、競技施設としての機能維持に
努めるとともに、平成26年10月から導入したネーミングライツに
よる財源を活用してトレーニング機器を導入するなど、利用者の利
便を向上。 
(2)住民に身近な学習拠点である公民館や図書館などの充実 
（公民館） 
・県内公民館職員等を対象とした研修を組織的に開催。 
・高等教育機関との連携による事業の実施。 
（図書館） 
・県内図書館職員等を対象とした研修会を継続的に開催。 
・市町立図書館との連携・巡回による企画展や、図書館未設置自治体
との連携によるセミナー等を開催。 
＜残された課題＞ 
(1)県立の文化・生涯学習施設の充実 
①三重県生涯学習センター 
高等教育機関等との連携を一層強化し、より魅力ある学習機会を
提供するとともに、子どもたちにより豊かな文化体験の機会を提
供するため、学校現場と芸術家等をつなぐコーディネート機能の
充実を図る必要がある。 
②三重県立図書館 
・レファレンス機能の充実のほか、他の県立文化施設との連携を一層
強化して多様な図書館サービスを展開し、新たな顧客の開拓を図っ
ていく必要がある。 
・市町立図書館や学校図書館等との連携を一層強化し、県内の図書館
と一体となって、図書館サービスを充実していく必要がある。 
③三重県立博物館（三重県総合博物館） 
引き続き、調査研究活動や収集保存活動の成果を生かし、多彩な
展示や学習交流プログラム等の実施に取り組むとともに、これま
で博物館に関心のなかった方々へのアプローチに取り組む必要が
ある。 
④三重県立美術館 
引き続き、多くの県民の皆さんが気軽に美術館を訪れ、多彩な美
術作品にふれることができる機会を提供することで、集客力の向
上に取り組む必要がある。 
⑤斎宮歴史博物館 
今後、さらに県民の皆さんに郷土の歴史的・文化的資産への関心
を深めていただけるよう、さまざまな歴史体験事業プログラムを
提供する必要がある。また、史跡斎宮跡東部整備事業における復
元建物の完成後は、明和町など地元関係者と連携・協力しながら、
史跡全体の利活用と情報発信に取り組む必要がある。 
⑥県立青少年教育施設 
・体験学習の機会の拡大と、利用者の拡大のため、魅力ある体験プロ
グラム・主催事業の充実をしていく必要がある。 
・老朽化により施設の修繕が必要である。 
⑦三重県文化会館 
今後とも、県の文化・芸術の中核的な拠点施設として、市町など
関係機関と連携しながら、県民の皆さんに質の高い芸術文化にふ
れ親しむ機会を提供するとともに、地域の文化を担う人材の育成
に取り組む必要がある。 
⑧県営スポーツ施設 
今後とも、県の中核的スポーツ施設としてスポーツの振興、及び
競技力向上の場として施設機能の維持・向上並びに利用者サービ
スの向上に取り組んでいく必要がある。 
(2)住民に身近な学習拠点である公民館や図書館などの充実 
（公民館） 
・高等教育機関の専門的な知識や技能を活かす教育プログラムの活用
や、講座などを開催し開かれた公民館を運営していく必要がある。 
・各市町の公民館同士の情報交換や研修の場の充実が必要である。 
（図書館） 
市町立図書館や学校図書館等との連携を一層強化し、県内の図書
館と一体となって、図書館サービスを充実していく必要がある。 

H26年度 
実績 

954,288人 

 


